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は じ め に

明代以降，中国では国内商業の発展を背景と

して，富裕な同郷商人を中心とした同郷団体が

全国的に設立されるようになるが，こうした同

郷団体は会館や公所等と呼ばれた。また，辛亥

革命以後になると，新たに同郷出身者であれば

会員になれる同郷会が盛んに設立されるように

なった。一般的に言って，これらの中国の同郷

団体は，地方から北京・上海等の都市部に移住

してきた人々により出身地域別に設立されるギ

ルド的互助組織であり，19世紀後半から20世紀

前半に至っても移民都市の社会経済秩序の維持

に大きな役割を果たしていた（注１）。

しかしながら，1949年の中華人民共和国成立

後（建国後），中国の同郷団体は中国共産党中

央による中国社会主義改造（1953～1956年）に

より改造・解体され，中国の社会からその姿を

消した。先行研究が明らかにするところによれ

ば（注２），同郷団体は中国ギルドの一形態であり，

近代中国の社会経済の発展に重要な位置をしめ

る存在であった。そうした意味から，その消滅

の歴史的過程は本来，中国ギルド研究において

重要な一環を構成するものである。しかしなが

ら，1949年の建国後から1956年の解体に至るま

での約７年間の同郷団体の実態に関しては，こ

れまでほとんど解明がなされてこなかった。

中国ギルドの改造・解体に関する研究が進ま

なかった事情は様々である。日本の場合，まず，

中国ギルド研究者の中国ギルドに対する認識の

問題が挙げられる。中国ギルド研究の大家とし

て知られる仁井田陞氏，今堀誠二氏の両氏の場

合，1940年代に行った北京や内モンゴルでの現

地調査の結果を踏まえ，中国ギルドは封建的機

構・共同体であり，民主主義と近代国家建設の

実現により消滅（仁井田），或は新民主主義革

命によって解体（今堀）していくものとして認

識されていた点が注目される［仁井田 1951，

40-43；今堀 1978，882］。しかし，こうした観点

に立てば，中共が中国社会主義改造の一環とし

て実施したギルド改造・解体は，それが実施さ

れるのが歴史の必然であり，改造・解体の過程

そのものを問題として認識した上で具体的な考

察を行うことは難しいであろう。

また，正確な情報・文献の入手が困難となっ

たことも建国後のギルド研究を大きく制約した。

中共政権の成立と中国同郷団体の改造・解体

──上海の公所・会館の事例を中心に──
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やはり中国ギルド研究で知られた根岸佶氏は，

仁井田・今堀両氏と異なり，ギルドが民主的国

家建設に貢献するものとの認識に基づき，1950

年代初頭において，中共のギルド問題に関する

考察を試みている［根岸 1953，466-478］。但し，

戦前のような現地調査は不可能であり，また，

当時は中共によるギルド政策がようやくその緒

に就いたばかりであった。こうした状況では中

国情勢の正確な情報を入手することは困難であ

り，結局のところ，同氏は「之（ギルドの命運

─筆者注）を将来の事実に徴する外なかろう」

［根岸1953，478］として，中共のギルド問題に

ついては将来の課題とするに留まった。その後，

ギルドの改造・解体の問題は，1956年までにギ

ルドが改造・解体され，中国社会から一掃され

るに及び，再び取り上げる研究者がいなくなっ

てしまった。こうして，ギルドの改造・解体の

実態は解明されることなく，そのまま研究史上

の空白と化すこととなった。

しかし近年，中国ギルド研究の空白を埋める

ことを可能とさせる大きな転機が訪れた。1990

年代後半に上海市档案館所蔵のギルド档案史料

が内外の一般研究者にはじめて公開され，それ

により建国後に実施されたギルドの改造・解体

について１次史料を用いて研究する道が開かれ

たのがそれである。档案史料の公開は画期的な

ことであり，既に内外の研究機関・研究者によ

り，档案を活用した新たな成果が出されている。

例えば，抗日戦争後から中華人民共和国成立に

至るまでの一時期（1945～1949年）における同

郷団体の研究については，既に幾つかの成果が

出てきている（注３）。

しかし，その後も依然として建国後のギルド

の改造・解体問題を本格的に考察した研究成果

は殆ど出ていない。特に中国国内の研究者の場

合，ギルドの改造・解体を実行した現政権に対

する政治的配慮から，この問題に具体的に触れ

るのは研究者の間でタブー視されてきたという

状況が今日でも続いている。したがって，この

問題に関する本格的研究成果は極めて少ない（注

４）。また，日本の上海占領統治期（1937～1945

年）における同郷団体についても，これまでほ

とんど具体的研究がなされていない状況にある。

研究が進まなかった理由として，まず，占領統

治期の場合，国民党中央（重慶政府）が同郷団

体に対し，抗日戦争の一環として会務を停止す

るよう指示していたため，同郷団体の活動が停

止或いは地下活動化し（注５），研究の材料となる

文献記録がほとんど残されていないことが挙げ

られる（注６）。

こうした状況の中，同郷団体研究の専著では

ないが，近年公刊された小浜正子（2000）は，

中華民国期に設立された同郷団体を含む社会団

体全般の社会主義改造・解体に言及しており，

注目すべき成果である。とりわけ，同書では近

代上海における都市秩序の形成を社団ネットワ

ークの観点から明らかにし，そこに近代上海に

おける独自の「公共性」のあり方を提示してみ

せた功績は大きい。また，そうした「公共性」

が建国後に崩壊していく過程についても，上海

市人民政府の一元的支配体制の成立と関連づけ

て具体的に述べられており，本稿を執筆するに

あたり，筆者も同書から大きな啓発を受けた

［小浜 2000，322-323］。

以上，これまでの同郷団体の研究について述

べてきた。従来の研究成果を振りかえって言え

ることは，基礎史料がほとんど残されていない

占領統治期を除けば，今後解明が急がれる研究
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領域は，1945年以降の同郷団体の歴史，とりわ

け1949年以後の同郷団体の改造・解体に関する

歴史であるということである。本稿が1949年以

降の同郷団体を考察の対象としているのも，こ

うした理由からであり，中国の同郷団体研究に

新たな一石を投じるものである。なお，筆者は

既に戦後から建国直後に至るまでの上海におけ

る山東同郷団体に関する論考を発表しているが

［川原 2003，38-53］，そこでは個別の同郷団体の

事例が考察の中心であり，必ずしも当時の同郷

団体の全体像を明らかにすることが出来なかっ

た。したがって，本稿では当時の同郷団体の置

かれた全体的状況を具体的に跡付けることに力

を注いだ。

本稿の各節において具体的に考察する内容は，

凡そ以下の通りである。まず，Ⅰ節の前半では，

上海市人民政府成立後の公所・会館の全般的財

政状態について関連档案を用いて分析し，後半

では個別事例として四明公所の財政問題を検討

する。Ⅱ節では，建国後の上海市人民政府の同

郷団体管理組織である「上海市公所・会館・山

荘連合会」を考察する。Ⅲ節では，建国後，公

所・会館と上海市人民政府の関係に大きな影響

を与えた朝鮮戦争，三反運動，公衆衛生行政の

問題を取り上げる。おわりにでは，本稿で論じ

た問題について総括する。

Ⅰ　上海市人民政府成立後の会館・公所

の財政状況　　　　　　　　　

租界時期及び国民党政権による支配時期にお

いては，上海の同郷団体を含めた慈善事業団体

の不動産資産及び各種慈善・社会福祉事業に対

する課税は，その公益的性格が考慮され，原則

的に免税・減免されるか，若しくは極めて少な

い負担額であった（注７）。上海の同郷団体はこう

した税制面からの優遇措置を受けることによっ

て，組織を維持し発展を遂げることが出来たの

である。しかしながら，この後みるように，建

国後には，こうしたかつての優遇措置は受けら

れなくなる。それが同郷団体の活動に大きな影

響を及ぼしていったことは言うまでもない。こ

うした意味において，建国後の同郷団体の解体

過程を理解するためには，上海市人民政府の同

郷団体に対する税制の実態について分析する必

要が出てくる。以下ではこの点について述べて

いきたい。

上海市人民政府が1950年に実施した調査には，

上海の同郷団体の主要な収入財源が，役員（董

事）の寄付と会員からの会費収入のほか，独自

に所有する不動産資産（墓地，貸家等）等から

得られる収益であり，そうした収益によって会

務運営や各種社会事業経営（柩の一時保管，学校，

病院）に係る費用を賄っていたことが記録され

ている（注８）。

しかし，建国後間もなくしてそうした状況は

一変していく。まず，内戦後の経済不振の影響

を被り会費や寄附金収入の獲得が困難となった

だけでなく，家賃滞納等により不動産資産から

の収益確保も困難な状況となった。さらに同郷

団体全体の財政状況が非常に逼迫した状態とな

る中で，上海市人民政府は同郷団体の所有する

不動産資産に対し多額の税金を課し，多数の同

郷団体の財政基盤がそれによって一挙に崩壊し

ていった。それは1950年の時点で81団体存在し

ていた公所・会館が，翌年1951年末になると半

数の41団体に激減した事実に明瞭に示され

る（注９）。表１は当時の公所・会館の全体的経済
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名称 経済状況

1 洞庭東山会館 　同郷人の財力が以前より落ちているため，募金は容易ではない。このため財政状態もひどく

悪化しており，各種の慈善事業も次第に停止させる方向に改める。この他，1950 年上半期の地

産税については納めることが出来ない（Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合会概況表」，以後「概

況」と略す）。長期の抗戦の影響で資力が衰え，既に公益に従事する余力がない。寄付も殆ど途

絶えており，旧来の各種慈善事業は暫く停止しなければならない。1950 年上半期地産税 2千 8

百万元は支払いが出来ない（上档Q118-1-798「上海市公所会館山荘概況調査表」，以後「調査」

と略す）。

2 江陰会館 　同郷人の大多数が経済困難であり，暫く募金は困難である（「調査」）。

3 江淮会館 　毎月寄柩収益だけで，職員への給与及び修理費用の支出には収入が不足している（「調査」）。

4 四明公所 　寄付は殆どなく，不動産収入及び寄柩収入では支出の一部しか補えない。各種納税にも不足し，

各事業については拡大が非常に困難である（「調査」）。本公所は本市の商業情勢が好転するのを

待っている。各界からの寄附金は取るに足らず，事業は日増しに困難な状況となっている（「概

況」）。

5 楊州七縣公所 　解放後，収入が激減，寄付も望むことが出来ない。また，政府への税金は支払うことが無理

であり，既に財政当局に免除，或は減免を申請している。財政が枯渇し，職員は生活維持が出

来ない（「概況」）。最近，寄付財源が少なくなり，各種福利事業は行えない。また，各種税金は

期日に収めることができない（「調査」）。

6 錫金公所 　目下，財政状況は大いに収入不足となり大困難である。政府が税金を軽減し，工商業界が回

復してから寄付を募れれば，順調に困難を解決出来る（「調査」）。

7 広肇公所 　地産税額が莫大な数字のため，財政は収入不足（「概況」）。

8 燕平会館 　工商業界が低迷したため，会費及び寄付収入が減少。救済事業の実施はできない（「調査」）。

9 山東会館 　経費困難により収支不均衡。昨年下半期地産税（滞納分を除く）5千 850 万余りは納付でき

ない（「概況」）。収入不足のため，家屋・地産税は負担することができない（「調査」）。

10 潮州会館 　経常支出は全て地代収入による。今後は本館及び山荘・医院等経常業務の維持に努めるのみ

（「調査」）。地代を減額するものや，支払わないものがおり，今後は経費財源の目当てがない（「概

況」）。

11 興安会館 　目下，各同郷人の営業は落ち込み休業し，帰省者も多い（「調査」）。

12 通如崇海五縣

会館

　各種の税金は納めることが出来ない。職員の生活も維持できない（「調査」）。

13 潮恵山荘 　職工の生活の維持に努力する以外，その他地産税等の納付は不可能である。艱難実に多し（「調

査」）。難民に全て占拠され，損失が非常に大きい（「概況」）。

14 金庭会館 　本年上半期地産税 760 万元は収入不足と金額が多すぎるため，今の段階では納めることが出

来ない。既に減免申請を行い，指示を待っているところである（「概況」）。

15 京江公所 　家屋家賃収入が家屋・地産税の納入に不足している。政府が慈善団体に対し，地価税を免除

することを強く望む（「調査」）。

16 湖北会館 　固定収入がないため各種の税金を支払うことができない（「調査」）。

17 江安六邑会館 　目下，各理事の営業不振で資力が減少している（「調査」）。

18 浙金積善堂 　目下の困難は収入不足で税金支払いの当てがないことである。また，長年滞納となっている

寄柩費の徴収も困難である（「調査」）。

19 閩僑山荘 　寄柩補助費収入が微減し，支出の均衡が困難。毎月，以前に蓄えた資金を取り崩さなければ

ならない（「調査」「概況」）。

表１　建国後の会館・公所・山荘の経済状況（1950年７・８月）
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20 定海善長公所 　寄付は殆どなく，不動産収入及び寄柩収入では支出の一部しか補えない。各種納税にも不足し，

各事業については拡大が非常に困難である（「調査」）。収入は寄付等である。地産税と家屋税の

支払いに不足する場合は董事に寄付を募る（「概況」）。

21 3 山福寧会館 　現状維持が精一杯，可能な範囲で貧窮な同郷人を助けるのみ（「調査」）。同郷人の多くは失業

し生活が困難であるため，援助する能力がない。故に本年度下半期の地産税の目当ては立って

おらず，救済事業も行えない（「概況」）。

22 台州公所 　1．募金は容易でない。2．寄柩費用は徴収が困難。3．家賃滞納が頗る多い。税金の支払いと

経費支出には借り入れをしなければならず，業務を展開することは出来ない（「調査」）。

23 浙寧紅幇木業

公所

　困難は多い。各業界は凋落し，材木業界も落ち込んでいる。募金は困難であり，福利事業を

実施することは出来ない（「調査」）。

24 水存仁堂

公所

　本公所の殯舎が 5間崩れ落ちたが，寄付が容易でないので修理できない（「調査」）。

25 江揚工業義園

公所

　解放後，収入不足となり，本年 5月から休業している（「調査」）。

26 浙紹公所永錫

堂

　家屋賃貸収入は激減し，家屋税が膨大な額となっている。目下，商工業は好転しておらず，

募金は困難であり，以って収入不足となっている（「調査」）。

27 平江公所 　収入不足で各種税金を期日までに納付できない（「調査」）。

28 滬城義済善会 　董事がはなればなれとなり，財政も枯渇しているので国家が徴収する税金は納めることが難

しい（「調査」）。

29 浙寧六縣公所 　本年上半期に納めるべき地産税額総計人民幣 4千 60 万元，本年春・夏 2期分の家屋税総計

983 万元，以上の税金は現段階では納めることが出来ない。度々当局より催促の通知を受けて

いるが，実際上収めることが出来ない（「調査」）。

30 大埔善堂 　関連記録なし。

31 潮州海澄饒

会館

　無収入で募金も不可能。政府の本年地価税及び学校経費については会員からの借入れである。

目下の困難実に多し（「調査」）。

32 皖北山荘　 　関連記録なし。

33 徽寧会館　 　本区の土地借受人が地代を支払わない。また，貸出ししていない土地が占拠され収益が取れ

ない（「調査」）。

34 泉 会館 　目下の経済困難で□□（不明）なので，学校と南園（義塚）の経営はともに回復が無理である（「調

査」）。

35 豆米扶済会萃

仁堂殯舎

　寄柩収入で職員の生活費及び税金を支出（「調査」）。

36 閩北延緒山荘 　財政方面が非常に厳しい（「調査」）。

37 普善山荘　 　寄付が減少し，経費が枯渇している（「調査」）。

38 普恵会館 　募金が困難であり，地産税は支払えない（「調査」）。

39 上海絲業会館 　当初は家賃収入から地産税の一部を続けて支払うことで，徐々に困難を克服するつもりであ

ったが，財政局主管科が前期地産税の未払い分と滞納分は必ず併せて支払うこととしているの

で，支払いが出来ない（「調査」）。

40 広東旅滬順徳

会館

　理事の多くが上海を離れ，同郷人も散らばっている。財源は理監事からの寄付であったが，

現在多くが上海を離れ，残っている者も経済状態が悪いので，財源は途絶えている（「調査」）。

41 上海浦東公所 　本会所は寄付を募ることが出来ない。経費の工面は非常に困難である。現在，各理事が募金

式寄付の実施を申請している（「調査」）。

42 上海北長生

公所

　地代収益が減少したが，地産税は期日に納入しなければならない（「調査」）。

（出所）上档Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合会概況表」，上档Q118-1-798「上海市公所会館山荘概況調査表」よ
り作成。
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状況を示す一覧表である。一目すれば分かるよ

うに，上海市当局から課せられた地産税が各公

所・会館における共通した財政問題であったこ

とが確認できる。なお，この地産税負担をめぐ

る公所・会館側の中国共産党中央や上海市人民

政府との具体的やり取りの内容については，Ⅱ

節で検討するので，ここではこうした事実を確

認するだけに留める。以下では上海を代表する

同郷団体であった四明公所の収支記録を検討し

ながら，税負担の実態を明らかにしていきたい。

表２及び表３は，上海市人民政府が公所・会

館を統括的に管理する組織として，朝鮮戦争勃

発の直後の1950年７月に設立した上海市公所・

会館・山荘連合会（以後，「市連合会」に略す）

が全同郷団体を対象に実施した際の調査記録結

果の一部であり，四明公所の財政・税金に関係

する部分を拾い上げ作成したものである。この

両表を相互に照合すれば，当時の税負担額がど

表２　建国後四明公所の財政状況（1950年上半期）
（単位：千元）

業務収入 事業支出 不動産収入 必要最低支出経費 業務上の困難及びそ

の解決法

（1）寄柩収入

（2）棺材販売収入

（3）送棺代理収入

（1） 棺材費用

（2） 修理費

（1）家賃収入

（2）地代収入

（人件費・光熱費な

ど事務維持費）

期間

1950年

3～5月

２億90111

※　２億06681

24760

21120

40544

１億15640

81529

１億65000 　本公所は本市の商

業情勢が好転するの

を待っている。各界

からの寄附金は取る

に足らず，事業は日

増しに困難な状況と

なっている。

合計 ５億21552 61664 １億97169 １億65000

（出所）上档Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合会会員業務概況調査表（1950年７月作成）」の調査記録をもとに筆
者が作成。

（注１）業務収入欄における※印は補填分を除いた実質収入。
（注２）原文の記録にある千元以下の単位については全て４捨５入扱いとした。

（単位：千元）

税目 地産税 房税（家屋税） 営業税1950年

（上半期１～５月分）

目下の困難

期間

1950年

3～5月

2億32239 21079 1656 　寄付は殆どなく，不動産収入及び寄柩収入では支出の一

部しか補えない。各種納税にも不足し，各事業については

拡大が非常に困難である。

合計 2億32239 21079 1656

（出所）上档Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合会会員業務概況調査表（1950年７月12日作成）」の記入をもとに筆

者が作成。

（注）原文の記録にある千元以下の単位については全て４捨５入扱いとした。

表３　建国後四明公所の税負担（1950年上半期）
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（単位：千元）

収入項目 金額 支出項目 金額

譲材（柩販売） 16億79386 合材加工費 17億49233

現存材料 １億08732 旧存材料 41700

施材会寄付 5773 施材会・施材費用 79573

同・家賃 29636 柩運搬費 31376

同・施材　 7750 埋葬費 1791

同・本年度補填 36414 補助費（医院・学校等） 71731

入堂（寄柩）手数料 ７億46475 事業経費・地産税 ３億71346

礼堂貸出収入 7110 同・家屋税 63127

壽材寄費（柩運送代） 23375 同・修繕費 77181

寄付 30911 同・保険料 5000

不動産収益 ４億34974 同・営業税 1805

その他収入 32415 事務費・南厰殯舎経費 １億66709

本年度補填 12564 同・北厰殯舎経費 １億27730

同・東厰殯舎経費 29833

同・本部事務所経費 ３億37380

収入総計 31億55515 支出総計 31億55515

（出所）上档Q118-1-5「四明公所1950年度全年収支状況表」。

表４　1950年度年間（１～12月）収支状況表

表５　1951年度春期（１～３月）収支状況表

（単位：千元）

収入項目 金額 支出項目 金額

施材会家賃 6614 施材会・施材費用 28429

同・還施材金（寄付） 4100 柩加工費用 ６億19787

（本期損失額） 17715 柩運搬費用 5548

譲材（柩販売） ６億39113 補助費（医院・学校等） 44657

入堂（寄柩）手数料　 １億88370 事業経費・前年地産税不足分納付 12675

礼堂貸出収入 16050 同・前年家屋税不足分納付 15279

寄付 3300 同・家屋修理費用 5240

不動産収入 56056 事務経費・南厰殯舎経費 23796

その他 2508 同・北厰殯舎経費 55684

壽材寄費（棺運送代） 5120 同・東厰殯舎経費 34424

（本期損失額） 6372 同・本部事務所経費 7198

同・事務所経費 92601

収入総計 ９億45318 支出総計 ９億45318

（出所）上档Q118-1-7「四明公所1951年３月末収支状況表」。
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の程度であったのかを知ることが出来る。まず，

表３に示される1950年（３～５月分）の業務総

収入額５億21552千元に，不動産収入総額１億

97169千元を加算すれば名目上の収入総額７億

18721千元が得られる。また，同じく表３より，

1950年（３～５月）の税負担の総額２億54973

千元（地産税，房税，営業税の合計）が得られる

ので，名目上の収入総額に対する税負担額の占

める割合は，35％余りであったことが分かる。

しかし，実質的な税負担率はこれをさらに上

回っていた。先の名目上の収入総額から，事務

支出経費（人件費，光熱費等）分の１億6500千

元と事業支出経費（修理費・棺材寄贈）分の

61664千元を差し引いた実質的な可処分所得額

４億92057千元を基準にすれば，税負担率は凡

そ52％となる。同公所はこうした厳しい財政状

態の中で，会務運営並びに付属事業である各種

医療・教育機関の運営にあたらなければならな

かった（注10）。また，会務や付属事業を維持する

ため，同公所では「収支を均衡させることから

着手することを幾度も検討」（注11）しており，そ

うした点からも，税負担の影響の大きさを知る

ことが出来る。

同公所の財政状況は，その後改善されたので

あろうか。同公所が「市連合会」に提出した

「1950年度年間四明公所収支状況表」（表４），

「1951年度四明公所収支状況表（春期）」（表５），

及び「1951年度四明公所収支状況表（秋期）」

（表６）の各収支記録からそれを知ることが出

来る。まず，「1950年度年間四明公所収支状況

表」の収支状況（表４）をみると，収入項目に

若干の補填が含まれているものの，収支は均衡

表６　1951年度秋期（７～９月）収支状況表
（単位：千元）

収入項目 金額 支出項目 金額

施材会家賃 4197 施材会・施材費用 18230

同・寄付 3514 柩加工費用 ３億85577

（本期損失額） 10519 柩運搬費用 2052

譲材（柩販売） ４億42315 埋葬費用 389

入堂（寄柩）手数料　 １億10953 補助費（医院・学校等） 26195

礼堂貸出収入 11300 事業経費・本期家屋税 15732

寄付 27146 同・工商税（寄柩） 8671

不動産収入 83830 同・本年度上半期所得税 68490

その他 5030 同・文教費 6591

壽材寄費（棺運送代） 14940 同・失業者救済金 1374

（本期損失額） 13810 同・家屋修理費 11032

同・保険費 3000

事務経費・南厰殯舎経費 46636

同・北厰殯舎経費 29482

同・東厰殯舎経費 7852

同・事務所経費 96271

収入総計 ７億27564 支出総計 ７億27564

（出所）上档Q118-1-7「四明公所1951年７月至９月収支状況表」。
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状態を維持している。また，名目上の総収入31

億55515千元に占める税負担額４億38083千元

（地産税・房税〔家屋税〕・営業税の合計）の比率，

及びこの名目上の総収入から事業経費５億

18464千元（地産・家屋税・修繕費・保険料・営

業税の合計）と事務費６億61652千元（三ヶ所の

殯舎と本部の諸経費）の双方を差し引いて得ら

れる実質の可処分所得約19億75399千元に対す

る税負担の比率は，それぞれ13％と22％である。

これは，上半期に較べて大幅に低下しており，

財政状況が下半期にかなり改善したことを示す

ものである。

しかし，この改善は長くは続かず，翌年には

財政状況は急激に悪化の方向へと転換する。

「1951年度春季収支表（１～３月）」（表５）に記

載されている関連記録をみると，同公所では既

に２校ある四明公済小学校に加えて，さらに小

学校と託児所の新設計画が提起されるなど事業

の拡大が模索される反面，財政の実態は地産税

等の納税分経費が計上されていないにも関わら

ず，総収入９億45318千元と総支出９億45318千

元が既に均衡した状態となっている。次に，

「1951年秋期収支表（７～９月）」（表６）につい

てみると，やはり地産税が計上されていない点

が指摘できるほか（注12），特に主要財源である棺

桶販売事業と寄柩事業からの収益をみると，春

期分と比べて前者で４割，後者で３割も減少し，

その結果として，同年春期と比べて総収入が２

割も落ち込んでいることが分かる。

これらの収支表記録を検討した結果から，

1951年までの四明公所の財政状態が苛酷な税負

担に耐えられるものでなく，実態としては財政

が崩壊していたことを指摘できる。四明公所に

みられるこうした状況はまた，義荘（墓地）や

家屋といった不動産資産を数多く所有していた

同郷団体であればいずれも避けられない深刻な

問題であった（前掲表１参照）。

1951年以降の四明公所の収支記録は档案に見

当たらないので，その後の財務状況の詳細を知

ることは出来ない。しかし，財政状況は一層厳

しい内容となっていたことが推測される。なぜ

ならば，建国後の財政悪化の背景には，既にみ

てきた上海市人民政府による苛酷な徴税政

策（注13）や同郷団体側の財源不足といった問題だ

けでなく，Ⅲ節で考察する朝鮮戦争，三反運動，

公衆衛生行政等の同郷団体にとって不利な政治

的環境が存在していたからである。上海市人民

政府はこうした同郷団体にとって不利な状況を

意図的に利用しながら，その改造・解体を図っ

ていった。

四明公所はこうした多方面からの影響を受け

た後，最終的には1953年から着手される同郷団

体の社会主義改造・解体政策を受け入れ，翌年

には接収されている。言うまでもなく，こうし

た四明公所に示された上海市人民政府による意

図的な改造・解体の過程は，他の同郷団体にお

いても共通したものであった。こうした点につ

いては，Ⅲ節で具体的に検討することとしたい。

Ⅱ　「上海市公所・会館・山荘連合会」

既に言及したように，1950年６月の朝鮮戦争

勃発直後，上海市人民政府により「公所・会

館」を統括的に管理する組織として「市連合

会」が設立されたが，「公所・会館」の改造・

解体問題を検討するためには，次にこの「市連

合会」の設立背景や具体的役割を明らかにする

必要がある。というのは，主管行政機関である
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中国人民救済総会上海分会（以後，「人救分会」

に略す）が個別に対応する形で改造・解体が実

施された同郷会の場合とことなり（注14），「公所・

会館」の場合は，この「市連合会」が「人救分

会」と「公所・会館」との間に入って，両者の

パイプ役を努めると共に，「公所・会館」の改

造・解体にも深く関わった組織であるからであ

る。以下，「市連合会」の設立の背景とその役

割について述べて行きたい。

「市連合会」の設立の背景として重要なのが，

朝鮮戦争が勃発する前の４月19日に北京で開催

された「全国救済代表会議」での救済福利事業

に関する方針である。この方針には，同郷団体

を含む「過去の救済団体」に対して，人民政府

の指導の下で改造や停止を行うとする方針が明

確に打ち出されている。朝鮮戦争はまさにこう

した中央の既定方針が出されて間もなくして勃

発したが，それは戦時体制に突入した中国共産

党中央の国内における政治的立場を強化させ，

上述の既定方針を同郷団体に対して実行する契

機となったと言うことが出来る。

上海市の場合，こうした中央の「過去の救済

団体」に向けられた改造・停止措置を含む方針

は即実行に移されていった。上海市民政局及び

上海市生産救済委員会は1950年５月11日，先の

「全国人民救済代表会議」での中央の方針を受

け，同会議に参加した代表者による伝達会議を

５月12日に開催する旨，「公所・会館」を含む

慈善救済団体に通知し，参加するよう指示を出

している（注15）。これ以降，上海の「公所・会

館」は上海市人民政府の行政部門との本格的接

触が進展していくこととなるが，少なくとも建

国後直後からこの時点までの両者の関係は実に

希薄なものであった。そうした意味において，

朝鮮戦争は行政権力が「公所・会館」等の救済

団体に浸透を始めた矢先に起こったものであっ

たと言うことができる。上海市人民政府は国家

の非常事態下にあって早急に「公所・会館」を

統括的に指導・管理する必要性に迫られ，こう

した状況下において設立されたのが「市連合

会」であった。

次に，「市連合会」の設立の経緯について述

べていきたい。1950年６月23日に同会を正式設

立するための籌備会（準備委員会）が設置され，

同日に第１次籌備会（主席：章顕庭四明公所代

表）が広肇公所で開かれたが，召集された各

「公所・会館」の代表者等を前に，列席した政

府系機関である上海市工商業税民主評議委員会

（以後，「工商評議会」と略す）の代表者より，

「政府と各団体との連繋強化を図る見地から，

関係が疎遠とならないように早急に連合会を組

織すべきである」との指示がなされている（注16）。

また，４日後の27日にも第２次籌備会が四明公

所で開かれ，「工商評議会」の代表者より，各

単位の業務状況を政府が直接調査する旨の指示

が出されている（注17）。

こうした一連の政府系機関からの指示に対し

て，籌備会側は，「公所・会館」が過去に情勢

の違いにより，（1）各自が各部門の慈善事業を

実施し，これまで連合会の組織が存在しなかっ

たこと，（2）故にやり方は各自で異なり，統一

された方針というものも存在しなかったこと，

（3）政府に対しても連繋することが少なく，実

施する事業は毎回多くが埋没してはかばかしく

なかったこと，等の点を反省し（注18），「上海市

工商業税民主評議委員会の苑効若同志が座談会

（第１次籌備会─筆者）で，過去の各団体は非常

に散漫としており，具体的組織が存在しなかっ
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た。早急に連合会及び工商業税民主評議の組織

機構を設立し，以って各団体と政府との間の隔

絶をなくすべきであるとの言葉はまとを得てお

り，他への責任転嫁は許されない。この座談会

において本日参加できなかった各団体には共同

して連合会を組織し，章顕庭（省略）等11人を

準備委員に推薦することを決定したことを通知

する」（注19）との政府方針に協調する姿勢を表明

している。

こうして７月４日に「市連合会」は全市の

「公所・会館」の連合組織として正式に設立（広

肇公所議事ホール内）され（注20），設立大会には四

明公所，広肇公所等31団体の代表44人が参加，

章顕庭（四明公所）が大会臨時主席に選ばれた

他，同会の会章草案の検討，執行監査委員の選

出，「公所会館山荘連合会工商業税民主評議委

員会小組（小グループ）」の会内設置等が決議さ

れた（注21）。以上の設立までの経過をみてくると，

「市連合会」が「公所・会館」と政府系機関と

の関係を強化するための重要な存在であること

が理解できる。

それでは実際の両者の関係はどうであったか。

「工商委員会」の代表は設立大会において，「公

所会館山荘等が今後とも存続が必要であるかど

うかは，社会の客観的条件によるのである。

（中略）各単位会員は一部において収益的性格

を有しており，納税を行わなければならない。

税法上，納税とすべきか免税とすべきかについ

ては，将来中央で決定する」（注22）との発言を行

っている。それは朝鮮戦争後の中国共産党中央

の強い政治的立場を誇示したものであるが，建

国後の財源枯渇に苦しみ充分な事業活動が困難

な状況にあった公所等各慈善団体にとってみれ

ば，それは非常に重いものとして受けとめられ

たはずである。

しかし，公所等慈善団体側も手をこまねいて

いるばかりではなかった。「市連合会」が正式

設置される直前の準備期間中の７月３日には，

中央政府に対し（1）公所・会館・山荘の慈善

事業が殯儀寄柩運葬商業とは性質が全く異なり

慈善を目的とするものであること，（2）「公

所・会館」の援助財源は久しく止まっており，

慈善事業資金の調達は困難でとても納税をする

余力がないこと，（3）社会救済事業を行う慈善

団体に対する地産税・家屋税を免除する規定が

あること，等を理由に免税措置の申請を行って

いる（注23）。

だが，７月24日に得た中央（財政部税務総局）

からの返答は，「原則的に中央ではかつて営利

性のない公益事業の房税に関して，減免にして

宜しいとの決定を行ったことがあった。これに

依って，凡そ1950年６月30日以前の房税は各地

の臨時税収弁法に照らして執行することを可と

し，各団体は個別に当地の税収機関と協議する

ものとする。1950年７月１日以後の房税は中央

税収新条例の（注24）発布を待った後，再度地方税

収機関と協議するものとする。もし免税条例に

符合するものがあれば，地方税務機関を通じて

中央の批准を得た後これを処理することが出来

る」（注25）というもので，中央からの免税の保障

は結局受けられず，地方税務当局との協議結果

次第ということになった。しかし，その後も

「公所・会館」に対しては減免・免税措置が認

められることはなく，本稿Ⅰ節表１に示した如

く，「公所・会館」は巨額な地産税等の税務負

担に苦しむこととなった（注26）。

しかし，このように「公所・会館」が経済的

に困難な状況において，「市連合会」の役割そ
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のものは，次節において検討する寄柩処理をは

じめとして，その他「学資援助」，「難民収容」

「救済募金」「棺材提供」等の幅広い救済事業分

野において着実に発揮され，政府の主導で各団

体を指導・管理するという「市連合会」の目的

は概ね達成されていった。「市連合会」は設立

から２年後の1952年７月の時点で，会員である

公所・会館・山荘の大部分において業務が停頓

したため，会員収入によって運営されている自

身の業務も停頓する（注27）。翌年になっても各単

位の停頓状態は何ら改善されることはなく，

「市連合会」は1953年９月に開かれた執行監督

委員会（第29回）において会務停止を決定する

に至る（注28）。

但し，注意しなければならないのは，1953年

の時点までには，大半の「公所・会館」では，

政府主導による ｢ 聯弁 ｣（共同運営）方式によ

る新たな救済福利事業に従事するように改造さ

れるか，業務が停頓している場合には，政府

（人救分会）によって財産の接収という形で解

体が進んでいたことである（注29）。政府による

「公所・会館」に対する指導・管理を実行する

目的で設立された「市連合会」の存在意義は，

この時点で実質的に喪失していたのである。

このように，「公所・会館」の改造・解体の

過程は，「市連合会」の果たした上述の役割を

前提として理解されなければならないものであ

り，そこには上海市人民政府による明確な意図

が存在していたのである。

以上，「市連合会」が設立された背景をみな

がら，その役割が朝鮮戦争下において，政府の

各慈善団体に対する指導・管理を実行させるも

のであったことのほか，最終的には「公所・会

館」の改造・解体を促進させるものであったこ

とを具体的に確認することが出来た。

次節では，さらに「公所・会館」の改造・解

体の背景について検討していくこととする。

Ⅲ　上海の公所・会館・山荘の社会主義

　　改造・解体の背景──朝鮮戦争・三反

運動・公衆衛生──　　　　　　　

1949年に中華人民共和国が成立した当初の中

国情勢は，国内が未だ国民党との内戦状態にあ

り，予断を許さない状況が続いていた。そうし

た中，翌年に朝鮮戦争（1950年６月）が勃発し

たことは，中国社会の混乱を更に高めた。当時，

共産党の上海における民衆掌握の社会的基盤は

未だ磐石であるとは言えず，例えば同郷団体の

ような有力な社会団体に対する状況把握すらな

されていないのが実情であり，こうした旧来の

社会団体との関係は脆弱で不安定な状態であっ

た（注30）。

朝鮮戦争が同郷団体の改造・解体に与えた影

響は甚大であった。何よりもまず，それは中共

の政治的立場を急進化させ，確固たる政治秩序

を早急に社会に確立することを深く認識させた。

朝鮮戦争に乗じた社会秩序の混乱や国民党や旧

勢力の復活を阻止すべく，中共中央は同年７月

22日に，「政務院最高人民法院の鎮圧反革命活

動に関する指示」（注31）を公布，翌年２月21日に

も中央人民政府から，「中華人民共和国懲治反

革命条例」を公布する等，反革命犯罪に対する

法律的根拠を整備していった。

こうした一連の反革命鎮圧の流れを受けて，

上海では中共上海市委員会が1950年11月30日に，

「鎮圧反革命活動を執行強化する指示」［易慶揺

1997，105］を打ち出したことを皮きりに，大々
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的な反革命鎮圧運動を1953年末まで展開してい

った。1951年４月に中共上海市委員会が設立し

た「上海市鎮圧反革命行動総指揮部」による反

革命鎮圧運動の成果を示した統計によれば，上

海の鎮圧運動には，実に全市の軍・警察，党幹

部，労働者，学生，農民等３万6000人余りが動

員され，9000人余りの逮捕者を出すにいたった

［日本国際問題研究所 1969，105］。

こうして中国社会全体が急進化するようにな

ると，それまで上海市人民政府とは一定の距離

感があった公所・会館等の同郷団体ももはや政

治と無関係ではありえなくなった。反革命鎮圧

運動はただちに公所・会館に波及していった。

まず，前節で考察した「市連合会」の秘書を務

め，政府に対する減免申請活動の中心者であっ

た厳敬之（通如崇海啓会館代表）や褚金鵬（錫金

公所流動貰器部）が反革命分子として逮捕され

た（注32）。また，各同郷団体では「愛国公約」（注33）

に基づいた学習会が1951年から開かれ，同郷団

体に対する思想改造教育が実行されるようにな

る。学習会は，上海の福祉救済事業を指導した

中共側機関である，「人救分会」と「市連合

会」から，各同郷団体に「新中国の救済福利事

業の学習計画」（人救分会印刷発行）（注34）が配布

され学習の重点や進め方の手順について説明さ

れた後，「人救分会」や「工会」（労働組合）の

指導の下で反革命鎮圧運動と「抗美援朝」（反

米援朝）の意義が学習されていったほか，過去

の「為同郷服務」（同郷の為に服務する）から

「為人民服務」（人民の為に服務する）へとサー

ビス受益層の拡大化が指導された（注35）。

さらに続けて，1951年11月から中国全土で三

反運動（注36）が展開されるようになる。上海市で

はこれに先んじて同郷団体の将来的活動につい

て協議する会議が持たれていた。上海市民政局

が10月13日，「本市の善堂・会館・公所・山

荘・同郷会等は，過去に社会サービスにおいて

一定の役割を果たした。今回，共同して今後の

業務について検討する」との内容の書簡（注37）を

「市連合会」に送付し，同月16日には各同郷団

体が参加して事業内容を検討する会議を開いた

のがそれである。但し，そこで思想改造につい

ての議論があったかどうかは，記録がなく分か

らない（注38）。また，ここで見落としてならない

のは，本来，政府機関・部門の幹部の汚職防止

を目的とする三反運動に同郷団体の成員も含ま

れたことである（注39）。これはおそらく，学校や

病院等の付帯事業を有する同郷団体の性格が，

政府機関に準ずる公的部門と認知されたためで

あると考えられる。

三反運動では先の「愛国公約」の学習が中断

し，代わって「反貪汚（反汚職）・反浪費・反

官僚主義」についての学習が行われ，三反運動

の内容が「抗美援朝」，国防建設，国家経済建

設と密接な関係にあることが指導されていっ

た（注40）。しかしながら，三反運動で同郷団体に

とってより重要であったのは，各個人，特に同

郷団体の幹部・指導者層に対する徹底した思想

改造が行われた点にあった。それは具体的には

「坦白」と呼ばれる告白による自己批判であり，

書面での公開化が義務付けられただけに，厳し

い自己批判の精神と禁欲的態度が要求された。

関連する記録文書（注41）によれば，同郷団体にお

ける「坦白」はまず，1952年２月７～15日まで

の間に，各単位の責任指導者が率先して書面で

行い，その内容を各単位で組織された幾つかの

労働者の小グループで検討した後，自己批判が

不徹底であると認識された場合は再度「坦白」
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が強要された。また，一般労働者の「坦白」に

ついては，同月25日まで実施され，翌日26日か

ら違反者の検挙が開始されていった。

この「坦白」の実施は，根岸佶氏が指摘する

ように（注42），中共による同郷団体（ギルド）の

改造の本質をなす，重要な政策であった。例え

ば，潮州会館幹部（鄭玉書）が作成した「坦

白」記録には，企業側からの夕食の接待を一度

受けたことに対して，それがたとえ金額的には

些細なレベルであっても思想上において誤りで

あり，汚職であったと述べられている（注43）。

反革命鎮圧運動，三反運動とはこのように，

朝鮮戦争という国家の命運をかけた非常事態下

にあって，中国共産党中央が直接に団体や個人

の生活領域に影響を及ぼし，最終的には中共が

目指す政治秩序を社会において作り上げるため

の運動であったと見て取ることが出来る。した

がって，中国共産党中央が目指す政治秩序の建

設に役立たない個人や団体は社会から除去され

なければならないことになる。

但し，中共の同郷団体に対する「同郷の為に

服務する」から「人民の為に服務する」への思

想改造は，本来であれば同郷団体側の抵抗を引

き起こしかねないものであった。実際，「人救

分会」が指導する学習会においては，「抗美援

朝」等の政治問題が重点的に取り上げられる一

方で，実際の日常工作の上では，「財政力に限

りがあり，保守的なことに慣れているので，大

衆に有利となる事業を展開できない（京江公

所）」（注44），「生活のために働くとの考えが依然

として甚だしく存在している（四明公所）」（注45）

と指摘されるように，思想改造に対する同郷会

側の取り組みは積極的なものではなかった。

それならば，思想改造は中共側の意図に沿っ

て実行されていったと言えるであろうか。もし

そうであると言えるのならば，それは当時の公

所・会館の財政状況が悪化する中，朝鮮戦争後

に発動された反革命鎮圧運動，三反運動によっ

て，中共の政治的権威が高められる一方，同郷

団体の政治的立場が劣勢に立たされ，中共に対

する発言権を喪失していったことによるものと

考えられる。この点については，最後に筆者の

考えをまとめて述べさせていただく。

また，同郷団体の改造・解体過程を考察する

上で，朝鮮戦争，反革命鎮圧運動，三反運動と

共に重要であったのが，上海市人民政府が実施

した公衆衛生行政であった。上海市人民政府は

同郷団体の保管する多数の寄柩（棺）の存在に

よって公衆衛生が守れないとして，以下に述べ

るように，極めて短期の間に強制的に火葬処理

によって処理したが，同郷団体にとってそれは

まさに自らの死活に関わる問題であった。同郷

団体の寄柩処理に関する問題は，日本の占領統

治が終了した後，国民党当局によってその処理

が検討されていたが，十万余りに上るとされた

膨大な寄柩の処理は，多くが粗悪な材質によっ

て作られていたことから悪臭を放ち，また，移

転先の公共墓地が不足していたこと等から難航

を極め，その処理は後の上海市人民政府に持ち

越される形となった（注46）。

上海市人民政府は1949年に公布した「清除積

柩補充弁法」（堆積した棺を除去する補足的法律）

に依拠し，寄柩処理を1950年６月までに解決す

る計画であったが，それは順調には進まなかっ

た。翌1950年７月に「市区積柩補充弁法」（７

月19日公布）が新たに施行されたものの（注47），

翌1951年に至っても，市衛生局が各同郷団体に

宛てた通知文には，「本局が昨年７月19日に市
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区積柩補充弁法を公布して以来，各丙舎（棺の

安置所）には規定で処理しなければならない寄

柩数が甚だ多い。このことによって，傍観して

処理しないものもまた少なくない」（注48）とあり，

寄柩処理が難航していたことが伺える。しかし

ながら，当局のこの問題に対する姿勢は明確で

あった。

例えば，同郷団体側が当時，この寄柩処理の

期間が短いこと，火葬の習慣が中国において未

だに普及していないこと，等を理由に市衛生局

に実施期間の延長を求めているのに対し（注49），

先の通知には，「市区積柩補充弁法」で定めた

寄柩処理の最終期限（1951年年６月末）を延期

せず，保管期限を過ぎても受け取りがないもの，

埋葬していないものについては，市衛生局が代

わって処理（火葬）するとまで述べられている

（注50）。

そして，その後の市衛生局の寄柩処理は一転

して目覚しい成果を挙げていく。1951年６月末

の最終期限の時点ではまだ５万余りの寄柩が未

処理のまま残されていたが，翌年末にはついに

寄柩処理問題が基本的に解決する状況に達し

た（注51）。この問題の解決を早めた原因には幾つ

かあるが，1951年11月11日から，虹橋兵舎等３

つの正式丙舎と四明公所等４つの臨時丙舎以外

での新たな寄柩の収納を禁止し，それによって

現有の古い寄柩の火葬処理を一気に進めたこと

が大きかったと思われる（注52）。

また，同郷団体が保有している義塚（墓地）

を住宅建設用地として再開発していったことも，

古い寄柩を義地（墓地）へ埋葬する余地を狭め

ることとなり，寄柩処理を促進する要因として

作用していった。表７は，江寧六縣公所が市郊

外に保有していた義塚であるが，市衛生局は住

宅建設用地として再開発することを理由に，こ

れら義地の土地調査を実行し，大場区候家閣に

埋葬されている1400体余りの遺骨の再埋葬を行

わせている（注53）。

このようにみてくると，この寄柩処理問題が

解決しはじめた1952年頃において，前節で検討

した「市連合会」の各会館・公所の活動が停滞

してくる事情が見えてくる。上海市人民政府は

各同郷団体がその資力を使い果たすぎりぎりの

ところで，寄柩処理という所期の目的を達成す

る成果を収めたと言える。

その後，財政基盤を支える大きな収入源であ

った柩販売・寄柩等の業務を失った公所・会館

は，1953年以降本格的に実施された社会主義改

造・解体が完結する1956年まで，自らの財政問

題を解決することが出来ず，最終的には全て上

海市人民政府によって改造・解体される道を辿

った。1952年以後，選択的な改造が必要な同郷

団体として四明公所が選ばれ，重点的な改造が

行われる一方，名ばかりで実体がなく，改造に

反対するような同郷団体に対しては，上海市人

民政府が群集大会を開催して，その活動の停止

を命じるようになった（注54）。

群集大会は，同郷団体の中に上海市人民政府

による思想改造に抵抗する動きがあった為にわ

ざわざ外部で開催されたものとも推察されるこ

とから，社会主義改造に何らかの抵抗を行った

所在地 所有面積（m2） 埋葬数

普善路談家橋 660 2,610

大場区新華郷候家閣 180 1,470

大場区新華郷候家宅 60 15

（出所）上档Q118-6-14「市衛生局通知江寧六縣公所」
1952年７月７日。

表７　江寧六縣公所上海市郊外義塚調査表1952年７月
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同郷団体が存在したことを示すものとも推測さ

れ非常に興味深いが，残念ながら社会主義改造

が始まった1953年以降の档案史料は現在非公開

となっており，詳しい実情が掴めない（注55）。こ

うした同郷団体にとって極めて厳しい情勢の中，

上海を代表する同郷団体であった四明公所は，

1953年に社会主義改造が始まると翌年1954年に

は活動を停止し，施設の一部が公立の老人ホー

ム，病院，学校として接収されていった（注56）。

お わ り に

以上，本稿において解明されたこととしては

以下の４点を挙げることができる。まず第１点

は，中国共産党中央による社会主義改造・解体

工作が本格的に着手される以前の段階において，

公所・会館が財政的に困難な状態に陥ったこと。

第２点は，上海市人民政府によって意図された

同郷への重い課税が同郷団体の足枷となり，そ

の後の発展の可能性を未然に防いだこと。第３

点は，上海市人民政府が，1950年の朝鮮戦争勃

発を契機として，「市連合会」を通じた統括的

管理体制を敷き，反革命鎮圧運動，三反運動等

の大衆的粛清運動にこれらの同郷団体を巻き込

み，その全体活動の掌握に成果を収めたこと。

第４点は，1952年に寄柩処理問題が解決された

ことにより，上海市人民政府側にとって同郷団

体の存在意義が喪失し，それが後の社会主義改

造・解体過程を一挙に推し進めることになった

こと。

このようにみてくると，建国後の上海におけ

る公所・会館の社会主義改造・解体の過程の実

態は，それを公所・会館の側に立って考えると，

上海市人民政府による解体（接収）を受け入れ

る以外に他に選択の余地がなかったように思わ

れる。また，公所・会館の社会主義改造の過程

がそのような結果とならざるを得なかった歴史

的背景として，公所・会館が多数の病院・学校

等を所有し，上海市の社会公益事業の発展とそ

の公的社会秩序の維持に深く関わっていたこと

が挙げられる。つまり，それは公所・会館が伝

統的に上海の公共性を体現する社会的存在であ

ることを示すものとして，政権樹立後に確固た

る政治秩序の建設を目指した中国共産党中央や

上海市人民政府の側からみれば，それは国家権

力による直接的な社会統治（民衆掌握）を妨げ

るものであった。上海市人民政府による公所・

会館等の同郷団体に対する一連の改造・解体の

過程は，こうした公共性の観点から眺めるとき，

建国当初の中国で実現した国家による徹底した

社会再編の具体的実例としてだけでなく，今日

の中国社会の成り立ちを理解する上でも，数々

の重要な示唆を含んでいると言うことが出来る。

（注１）中国の同郷団体の役割については，根岸

佶『上海のギルド』（日本評論社，1953年）に詳し

い．

（注２）中国ギルドに関する先行研究には既に多

くの優れた成果がある。古典的成果としては，根岸

佶『中国のギルド』（日本評論社，1953年），仁井田

陞『中国の社会とギルド』（岩波書店，1951年），今

堀誠二『中国封建社会の構造』（日本学術振興会，

1978年），秉狄侯『中国会館史論』（台北，台湾学生

書局，1966年），全漢昇『中国行会制度史』（台北，

新生命書局，1944年）等があり，近年の成果として

は，郭緒印編『老上海的同郷団体』（上海，文匯報

出版社，2003年），William T. Rowe. Hankow: Com-

merce and Society in a Chinese City, 1796-1889. 

Stanford: Stanford University, 1984, Bryna Good-

man. Native Place, City, and Nation: Regional Net-
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works and Identities in Shanghai 1853-1937. Berke-

ley: University of California Press, 1995等がある．

（注３）例えば，曹峻「寧波旅滬同郷会研究」『上海

研究論叢』第11輯（上海社会科学院出版社，1997年）

は，この時期を扱った注目すべき研究である．

（注４）例外として，馬伊里・劉漢榜主編「３，建

国初期対旧社会団体的接管，整理与改造」『上海社会

団体概覧』（上海，上海人民出版社，1993年），7-11が

ある。同書では，上海市档案館所蔵の同郷団体档案を

活用して同郷団体の解体過程について言及している．

（注５）上海占領期には中共による同郷団体工作も

実行されていた。中共党員の景徳以により山東同郷会

内に党支部が設置（1937年11月）されたこと等はその

一例である（上海市盧湾区志編纂委員会『盧湾区志』

（上海，上海社会科学院，1988年，1066）。また，顧徳

曼（Bryna Goodman），「30年代上海同郷会──兼公

共領域与市民社会的問題──」『上海研究論叢』第９

輯（上海社会科学院出版社，1993年，162）も，占領

期における中国共産党の同郷団体利用について言及し

ている。なお，戦後の中国共産党の同郷団体工作を考

察したものとしては，拙稿「中国同郷団体の改造・解

体過程（1945－1956年）──山東旅滬同郷団体の事例

を中心に──」『アジア研究』第49巻第３号（アジア

政経学会，2003年７月）を参照されたい．

（注６）上海占領期における同郷団体の活動に触れ

た文献は少ない。取り敢えず，張承宗「抗戦八年的上

海地下闘争」（中国人民政治協商会議上海市委員会文

史資料工作委員会『抗日風雲録』上，上海，上海人民

出版社，1985年）を参照．

（注７）例えば，上海市档案館所蔵档案（以後，上

档と略す）Q117-9-25「公部局允准免徴地捐房捐照函」，

公部局（租界の行政当局）から恵旅養病医院宛，1920

年６月12日，上档 Q118-3-1「京江公所概況及計画─

─本公所之歳入歳出概況──」1937年度をみると，前

者は家屋土地税が免除されており，後者は家屋土地税

の負担が歳入全体の６％を占めるに過ぎなかった（歳

入１万⒏千元に対し，家屋土地税が１千２百元）．

（注８）Q118-1-6「上海市公所会館山荘概況表」

1950年７月，同 Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合

会会員業務概況調査表」1950年７月．

（注９）「本市解放時，有旧善堂団善堂八十八個，公

所会館山荘八十一個」（上档 B168-1-509「救済会1955

年工作計画和五年来的工作報告」1955年），「会館公所

山荘四十」（上档 B168-1-801「社会団体総目録」1950

年12月）．

（注10）同公所では付属事業の利用者に対し，その

負担費用を免除，或は補助していることが記録されて

おり，事業収入や不動産収入から得られた同公所の収

益の一部がこうした付属事業の運営費用に充てられて

いたことが分かる（上档 Q118-1-6「上海市公所会館

山荘概況表（上海四明公所）」1950年７月28日付）．

（注11）上档 Q118-1-6「上海市公所会館山荘連合会

会員業務概況調査表（上海四明公所）」1950年７月12

日付記入調査記録．

（注12）総収入72億7565元，総支出72億7565元と収

支は均衡しているが，地産税が計上されていない（上

档 Q118-1-7「四明公所1951年秋季（7－9月）収支状

況表」）．

（注13）同郷団体に対する税率は，中共が上海に政

権を樹立した後に設立した上海市工商業税民主評議委

員会により，５％の営業税，３％の墓地販売税，５％

の墓地地代税，５％の各種手続税等が決められた。ま

た，所得税の徴収については，税務局の査定によって

決められたほか，免税申請も中央人民政府による認可

が必要とされるようになった（上档 Q118-1-12「上海

市工商業税民主評議委員会函・事由為説明適用税率

由」，公所・会館・山荘連合会宛，1950年７月22日）．

（注14）詳しくは，拙稿「中国共産党政権下におけ

る同郷団体の解体について──上海市档案館の未公刊

史料による分析──」『社会経済史学』第70巻第２号

（社会経済史学学会，2004年７月）を参照．

（注15）上档 Q118-1-1「上海市公所会館山荘連合会

籌備会第２次籌備委員会議（1950年６月27日開催）」．

（注16）「1950年６月各公所会館山荘借座広肇公所挙

行座談会上海市工商業税民主評議委員会苑効若同志列

席指示強化政府与各団体連繋起見應速組織連合会以免

隔 」（上档 B168-1-78「公所・会館・山荘調査表（上

海市公所会館山荘連合会籌備会）」1950年８月14日記入）．

（注17）「苑効若（工商業税民主評議委員会─筆者

注）同志指示各事項。甲，各単位須填業務概況調査表
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一式三分自存一分留会一分呈工商業税民主評議委員

会」（上档 Q118-1-1「上海市公所会館山荘連合会籌備

会第２次籌備委員会議（1950年６月27日開催）」）．

（注18）上档 Q118-1-1「為促進慈善事業響應政府号

召組織公所会館山荘連合会請賜派員指導由」，籌備委

員会から上海市民政局宛公函，1950年６月23日．

（注19）上档 Q118-1-1「為促進慈善事業響應政府号

召組織公所会館山荘連合会請賜派員指導由」1950年６

月23日．

（注20）上档 B168-1-78「公所会館山荘調査表（上海

市公所会館山荘連合会籌備会）」1950年８月14日記入．

（注21）上档 Q118-1-1「上海市公所会館山荘連合会

成立大会記録」1950年７月４日．

（注22）上档 Q118-1-1「上海市公所会館山荘連合会

成立大会記録」1950年７月４日．

（注23）「営利事業所得税稽徴弁法第２条款載有『経

人民政府特准免税之慈善機関或団体，営業事業之所

得』可以免税」「1950年上期地産税弁法第６条第３項

関於社会救済事業本身使用之土地免税等」「1950年夏

季房捐徴収弁法第８条丁項，対於慈善機関団体亦有減

免房捐」「公所会館山荘等捐助来源久已停頓経済状態

確告枯渇而應弁之各種慈善事業尚難籌措更無餘力 納

各項捐税」「殯儀寄柩運葬商業与公所会館山荘性質截

然不同（略）純以慈善為前提」（上档 Q117-23-2「四

明公所等三十餘慈善団体連名公呈」，中国人民福利救

済総会宛，1950年７月３日）。なお，この連名書簡は

中国福利救済総会を通じて人民政府に送呈されている

（上档 Q117-23-2「四明公所等三十餘慈善団体連名公

呈」，中国人民福利救済総会宛，1950年７月３日）．

（注24）上档 Q118-1-6「上海市公所会館山荘聯合会

調査表」（1950年），同「上海市公所会館山荘聯合会概

況表」（1950年）」．

（注25）上档 Q118-1-2「上海市公所会館山荘連合会

半年以来工作概要」1951年１月．

（注26）税額がこのように巨額となった大きな要因

の一つに，滞納した場合に課せられる罰則金の支払い

負担が挙げられる。例えば，房税の場合で，10日以内

税額の１％，20日以内同５％，30日以上同２～３倍，

地価税の場合で，25日以内税額の15％，40日以上同

155％の上，追徴罰金（税額30％），地産税の場合で，

30日以内滞納日数に応じて加算，30日以上政府通達に

よる追徴の上，罰金若しくは無管理土地として処理す

された（陸文達主編『上海房地産志』上海，上海社会

科学院出版社，1999年，482-486）．

（注27）「本会因各会員単位本身業務已大部分停頓，

連合会業務作用亦陥於停頓状態」（上档Q118-1-21「上

海市公所会館山荘連合会第26次執監委員連席会記録」

1952年７月21日）．

（注28）「兹第29次執監連席会議決定結束会務」（上

档 Q118-1-21「上海市公所会館山荘連合会第36次会員

代表会議（四明公所）」1953年９月25日）．

（注29）「本会会員単位均已聯弁新的救福事業或部分

単位業務停頓由政府接管尚有少数単位亦在整理中」上

档 Q118-1-21「上海市公所会館山荘連合会第36次会員

代表会議（四明公所）」（1953年９月25日）．

（注30）公所等旧社団に対する調査を開始したのは

朝鮮戦争直後の７月からである（上档168-1-797「同郷

会社会団体調査表」1950年8月実施，上档 B168-1-798

「公所会館山荘調査表」1950年７・８月実施）．

（注31）「政務院最高人民法院関於鎮圧反革命活動的

指示」『中央人民政府法令彙編〈1949－1950〉』，日本

国際問題研究所・中国部会編『新中国資料集成』第３

巻（日本国際問題研究所，1969年），147-148．

（注32）「本公所付設的流動貰器部少主人　金鵬因反

革命案於4月27日午夜被逮捕」（上档 Q118-1-7「錫金

公所1951年夏季（4－6月）工作総結報告」），「本会秘

書厳敬之因被控反革命案於４月27日夜被逮捕」（上档

Q118-1-22「上海市公所会館山荘連合会第十八次会員

代表臨時拡大会議記録」1951年５月８日）．

（注33）同公約においては，朝鮮戦争の戦費を調達

する目的で，全国の市民から戦闘機等の寄付が行われ

た。また，毛主席，中国共産党，中央人民政府，中国

人民解放軍に対する擁護が提唱された（上档Ｃ48-1-14

「上海各界人民共同公約」1951年）．

（注34）上档 Q118-3-10「上海市公所会館山荘連合

会通知」，各公所会館山荘宛，1951年２月23日．

（注35）「由人救会及工会領導認識到抗美援朝保家衛

国与厳力鎮圧反革命是分不開的，修訂愛国公約将鎮圧

反革命中心任務配合在日常工作綱領上，提高警 」

（上档 Q118-1-7「三山福寧会館1951年春季工作総結」），
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「過去為同郷服務，現廣為人民服務」（上档 Q118-1-7

「江寧六縣公所1951年春季工作総結提綱」）。同様の記

述はこのほか，上档 Q118-1-7「洞庭東山会館・1951

年春季・秋季工作総結」，同「潮州会館1951年工作総

結」，同「揚州七縣公所1951年春季工作総結提綱」，同

「燕平会館1951年春季工作総結提綱」，同「浙寧会館工

作総結提綱1951年」，同「京江公所1951年夏季工作総

結」，同「錫金公所1951年夏季工作総結報告」，同「浙

寧紅幇木業公所1951年秋季工作総結彙報」，同「四明

公所1951年春季・秋季工作総結提綱」等においてもみ

られる．

（注36）三反運動とは汚職・浪費・官僚主義に反対

する運動のことである。党員や国家公務員が主な粛清

の対象とされたが，同郷団体の成員もその対象とされ

た（上档Q118-6-10「上海市公所会館山荘聯合会 -關於

精簡節約，反貪汚，反浪費，反官僚主義学習的計画」

1951年末）．

（注37）上档 Q118-12-5「上海市民政局公函」，廣肇

公所宛，1951年10月18日．

（注38）既に前年1950年４月に北京において「全国

人民救済会代表大会」が開催され，同郷団体を含む旧

来の救済団体に対する改造方針が打出されていたこと

考慮すれば（上档 Q118-12-10「董必武報告──新中

国的救済福利事業──」1950年４月29日），市民政局

が同郷団体の改造問題に言及した可能性は高い．

（注39）同郷団体に対する三反運動の計画内容につ

いては，（前掲「關於精簡節約，反貪汚，反浪費，反

官僚主義学習的計画」）を参照。また，「自1952年開始，

在三反運動的基礎上，（中略）対解放以前遺留下来的，

擁有大量房地産而没有業務且対社会起不良影響的会館

公所山荘同郷会等地域性的組織，（中略）分別採取了

動員結束和聯合開弁業務的弁法」（上档 B168-1-817

「關於社会団体登記和旧社会団体処理工作的意見報

告」1956年４月28日）とあり，三反運動が同郷団体の

思想改造にとり重要であったことが分かる．

（注40）前掲「関於精簡節約・反貧汚・反浪費・反

官僚主義学習的計画」．

（注41）上档 Q118-3-7「上海市公所会館山荘連合解

緊急通知」，各公所会館山荘宛，1952年２月７日．

（注42）「中共のギルド改造の方針を見るに，先ずギ

ルド領袖の思想を改造し，然る後ギルド成員に及ばん

とすのである。中共は紳士を掃蕩するが，所謂開明紳

士を寛假する。しかし，無条件でなく，過去に有用な

りし思想を払拭して，中共に役立つべき思想に改造す

るを要する。その方法は思想調査，政治学習，思想総

結の三関を設け，自家闘争に依り，各関を透過せるも

のをして，坦白書即自白書を作成せしめ，「民主鑑

定」に合格するものを及第とするのである。その本人

にとり苦痛なること筆紙の盡す所にあらずと称せられ

る。（中略）ギルド成員は領主の馬首を見て進退する

ものだから，中共がギルドを改造せんがため，先ず領

主の思想を改造せんことを図るは，能く中国人の習性

を解するものと言ふべきだ」（根岸佶，前掲『中国の

ギルド』477）．

（注43）上档 Q113-5-7「潮州会館坦白書」1952年２

月15日．

（注44）「限於経済力，習於保守性，未能開展有利大

衆工作」（上档Q118-1-7「京江公所1951年夏季工作総結」）．

（注45）「為生活而工作的思想，仍厳重存在着」（上

档Q118-1-7「四明公所1951年秋季工作総結報告」）．

（注46）「按調査八年以来（日本の占領統治期間を示

す。筆者注）推積在市区各処屍柩数達十万以上，処理

甚感困難」（上档 Q6-9-951「上海市衛生局宛報告」

1946年７月21日）．

（注47）上档 Q118-6-14「清除積柩補充弁法」，市衛

生局より江寧六縣公所宛，1950年７月19日．

（注48）「査清除市区積寄補充弁法，自経本局於上年

７月19日広告以来，各丙舎遵照規定予以疎散者為数甚

多，而因循観望迄末清除者，亦復不少」（上档

Q118-6-14「上海市人民政府衛生局通知」，各同郷団体

宛，1951年６月27日）．

（注49）本公所以期限短促，且火化習慣在我国尚未

普及（中略）請求緩期」（上档 Q118-6-14「催領寄柩

通知江寧六縣公所」1951年４月３日）．

（注50）上档 Q118-6-14「清除市区積寄補充弁法」，

市衛生局より江寧六縣公所宛，1950年７月19日．

（注51）「1951年６月底全市尚有積柩49，482具」（上

档 B168-1-510「1950年至1952年上海市清除積柩統計」

1954年）．

（注52）上档 Q118-6-4「上海市人民政府衛生局布
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中共政権の成立と中国同郷団体の改造・解体

告」1951年11月９日．

（注53）上档 Q118-6-14「市衛生局通知江寧六縣公

所」，各遺族宛，1952年７月７日。この他，環境衛生

を改善するとの理由から，市衛生局は四明公所，浙紹

公所，揚州七縣公所，湖北会館，定海善長公所，錫金

公所，潮恵山荘等の義塚に対して，やはり同様の処置

をしている（『新聞日報』（第４版），1952年７月５日，

「上海四明公所等連合緊急通知」）．

（注54）馬伊里・劉漢榜主編「3，建国初期対旧社会

団体的接管，整理与改造」『上海社会団体概覧』（上海，

上海人民出版社，1993年，7-11）．

（注55）同郷団体における「三反運動」をはじめと

する一連の改造工作を担当したのが中国人民救済総会

上海分会であるが，この部分の档案記録は現在のとこ

ろ非公開扱いとなっている。将来，この記録が公開さ

れれば同郷団体の解体過程をより具体的に跡付けるこ

とが可能になると思われる．

（注56）上档 B168-1-510「上海市公益団体収容残老

機構名称及現有残老人数統計」1953年12月．
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